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１．主旨 

   本要領は建築基準法（以下「法」という。）第７条の６第１項第１号又は法第１８条

第３８項第１号の規定による仮使用認定申請についての事務取り扱い及び審査等に必

要な事項を定めるものとする。 

 

２．基本方針 

   法第７条の６第１項第１号又は法第１８条第３８項第１号による仮使用の認定は，

法第６条第１項第１号若しくは第２号に規定する建築物（以下「１・２号建築物」と

いう。）を新築する場合又はこれらの建築物（共同住宅以外の住宅及び居室を有しない

建築物を除く。）の増築，移転，大規模の修繕若しくは大規模な模様替の工事で避難施

設等で建築基準法施行令（以下「令」という。）第１３条で定めるものに関する工事（令

第１３条の２で定める軽易な工事を除く。）をする場合において，申請にかかる計画が

本要領に基づく審査の結果，安全上，防火上及び避難上支障がないと認められ，かつ，

消防機関においても消防法上支障がないと認められるものについて認定するものとす

る。 

 

３．申請の時期等 

 １）仮使用の認定申請を行うのは以下の場合とする。 

  ① 新築，増築，移転，大規模の修繕若しくは大規模の模様替の工事にかかる建築物

について，完了検査済証の交付を受ける前に当該建築物又は建築物の部分を使用し

ようとする場合。なお，申請は使用開始予定日の概ね１ヶ月前に行うこと。 

  ② 増築，移転，大規模の修繕若しくは大規模の模様替の工事にかかる建築物につい

て，工事部分以外の建築物の部分を工事の着手の時から使用しようとする場合。な

お，申請は確認申請又は計画通知と同時に行うこと。ただし，特定行政庁がやむを

えない事情があると認めた場合はこの限りでない。 

 

 ２）工事中建築物の仮使用認定の時期は，仮使用をしようとする建築物又は建築物の部

分が存する建築物の構造上及び施工の安全上支障がないと認められる場合とする。 



 

 ３）仮使用を認定する期間は，工事工程を勘案し必要最低限とし，原則として３年以内

とする。 

 

４．審査等 

   申請についての審査は，次に定める書類審査及び現場審査を行うものとする。 

 １）書類審査は，次に定める審査方針により，申請にかかる計画が旧建設省の通達（昭

和５３年１１月７日住指発第８０５号。以下「通達」という。）に定める承認基準に適

合しているか否かを判断する。 

  ① 申請にかかる部分について通達の仮使用承認準則のうち第２の承認基準の審査項

目について適合していること。 

  ② 仮使用部分とその他の部分とは建築物の構造，用途又は工事内容等に応じて，耐

火構造の壁，床及び特定防火設備又は不燃材等で造られた間仕切壁等により防火上

有効に区画されていること。 

  ③ 申請にかかる部分について，申請にかかる建築物の工事の進捗状況に応じた安全

計画が作成されていること。 

  ④ 申請にかかる部分から道路などに通じる避難経路として，工事経路とは分離され

た敷地内通路（令第１２８条）が確保されていること。 

  ⑤ 工事工程により仮設間仕切壁の位置の変更，仮使用範囲の変更がある場合は，工

程表及び図面により，それぞれの工程での安全上，避難上の計画を明示すること。 

 

 ２）内装仕上げ等をテナント等の決定後に行うとされている建築物の部分については，

仮使用認定申請時に申請書の備考欄に仮使用部分の追加のための仮使用認定申請を予

定している旨を記載しておくこと。 

   この場合においては，内装仕上げ等を除き，可能な限り建築物の全体についての安

全上，防火上及び避難上支障が無いかどうかをあらかじめ確認できるよう図面などを

添付しておくこと。 

 

 ３）現場審査は，書類審査後に現地において申請にかかる計画が現況に即して適切か否

かを判断するもので，工事工程により仮使用範囲，仮設間仕切壁の位置などの変更が

ある場合はその都度行うものとする。 

 

５．消防機関との協議等 

   仮使用認定申請にあたっては，事前に所轄消防署との協議及び必要な届出を行い，

現地審査にあわせて必要に応じ消防法に基づく検査を受けること。 

 

  



６．申請書類等 

   仮使用認定申請の申請書類は，３部提出する。  

 １）申請書類及び明示すべき事項は，建築基準法施行規則（以下「規則」という。）第４

条の１６第１項の規定によるほか，次のとおりとする。 

  ① 仮使用認定申請書 

確認申請物件：第３３号様式 

計画通知物件：第４２号の２０様式 

  ② 委任状（本人申請以外の場合） 

図書の種類 明示すべき事項 

③ 確認済証の写し  

④ 安全計画書 

 

工事中において安全上，防火上又は避難上講ずる措置の概

要 

⑤ 工程表 工事の全体工程，仮使用期間，完了検査等の予定日 

⑥ 付近見取図 縮尺，方位，申請敷地，道路及び目標となる地物 

⑦ 配置図 

 

 

 

縮尺，方位，建物及び工作物の位置，申請に係る仮使用の

部分，仮囲いの位置及び仕様，法上の道路に至るまでの使

用者動線及び工事動線，使用エリアと工事エリアの別，敷

地内通路の位置及び幅員 

⑧ 各階平面図 

 

 

縮尺，方位，間取，各室の用途，新築又は避難施設等に関

する工事に係る建築物又は建築物の部分，申請に係る仮使

用の部分，仮設間仕切壁の位置及び仕様 

⑨ 軽微な変更一覧 

 

規則第３条の２に規定される軽微な変更がある場合 

軽微な変更前後の内容が把握できる図面もあわせて添付 

※申請計画により，その他追加の図書等を求める場合あり 

   ただし，令第１４７条の２に規定する建築物に係る仮使用をする場合は，④に代え

て次の書類を添付すること。 

図書の種類 明示すべき事項 

⑩ 工事計画書 

 

 

 

 

工事により機能の確保に支障を生ずる避難施設等の種類，

箇所及び工事期間，工事に伴う火気の種類，使用場所及び

使用期間，工事に使用する資材及び機械器具の種類，量並

びに集積，設置等の場所，方法及び期間，工事に係る部分

の区画の方法並びに工事に係る部分の工事完了後の状況 

⑪ 安全計画書 

 

 

 

工事の施工中における使用部分及びその用途並びに工事に

より機能の確保に支障を生ずる避難施設等に係る代替措置

の概要，使用する火気，資材及び機械器具の管理の方法そ

の他安全上，防火上又は避難上講ずる措置の内容 



 ２）指定確認検査機関に確認申請を行った物件については，仮使用認定申請時に確認申

請書（副本）を提出するとともに，確認申請図書の写し（確認申請書第一面～第六面，

配置図，平面図，立面図，断面図，代表部の断面詳細図，防火区画図，仕上表，建具

表，ＬＶＳ及びシックハウス検討書，非常用照明図，換気経路図など）を添付するこ

と。 

 

７．その他 

 １）仮使用認定申請は棟単位で行うものとする。 

   ただし，１・２号建築物と同時に３号建築物（法第６条第１項第３号に規定する建

築物）を使用する場合については，３号建築物は１・２号建築物に付属する建築物と

して扱うものとする。 

   また，仮使用する棟の追加に伴う仮使用認定申請において，直前の仮使用認定を岡

山市長が行い，かつ仮使用中の棟の安全計画等に変更がない場合は，仮使用中の棟に

ついては当該申請に含めて処理するものとする。 

 

 ２）工事工程の遅延等により，仮使用認定期間内に工事が終了しない場合は，仮使用期

間を見直し，再度仮使用認定申請を行うこと。 

ただし，同時に仮使用する部分の追加に伴う仮使用認定申請を行い，かつ仮使用中

の部分の安全計画等に変更がない場合は，仮使用中の部分の仮使用期間の見直しにつ

いては当該申請に含めて処理するものとする。 

 

 ３）用途，規模などにより本要領の規定によりがたい建築物の取り扱いについては，そ

の都度，消防機関などと協議をして定めるものとする。 


